






































































東アジア 22．5 24．7 27．4 33．3 40．6 537 3．97 3．18 2．83 3．37 2．97 2．32
日　　　本 62．5 7L2 762 77．4 78．9 83．2 3．41 2．36 1．82 0．72 0．43 0．25
香　　　　港 85．0 87．7 91．5 94．1 95．7 96．9 4．85 2．83 2．91 1．54 1．28 α55
韓　　　　国 27．7 40．7 56．6 73．8 86．2 92．7 4．77 6．49 5．25 3．86 2．47 1．40
中　　　　国 16．0 17．4 19．6 26．2 34．3 49．1 4．23 3．22 3．09 4．45 3．77 2．89
東南アジア 17．6 20．4 243 30．3 369 49．4 3．93 400 ＜L11 4．32 3．72 3．02
シンガポール 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 4．80 2．42 1．52 2．25 1．75 1．04
マレーシア 26．6 33．5 42．0 49．7 57．3 68．5 5．70 5．31 4．77 4．40 3．68 2．80
タ　　　　イ 12．5 13．3 17．0 18．7 21．6 32．5 4．64 3．70 5．30 2．72 2．29 2．53
ブイリピン 30．3 33．0 37．5 48．8 58．6 69．9 3．90 4．02 3．88 5．06 4．02 290
インドネシア 14．6 17．1 22．2 30．6 40．2 55．4 3．59 3．88 5．02 5．25 4．33 3．25
カンボジア 10．3 11．7 12．4 17．5 235 36．2 2．35 3．80 一α10 6．58 5．63 4．53
ベ　ト　ナ　ム 14．7 18．3 19．2 19．7 19．7 273 3．89 4．35 2．83 2．44 L91 2．60
南アジア 18．2 20．6 24．0 27．1 30．7 42．1 3．14 3．67 3．91 3．55 3．13 3．08
スリランカ 玉7．9 21．9 21．6 21．3 23．6 35．3 4．83 4．44 1．57 L27 2．03 2．73
パキスタン 22ユ 24．9 28．1 3L9 37．0 49．8 4．78 4．01 3．89 4．72 4．29 4．01
イ　　ン　　ド 18．0 19．8 23．1 25．5 28．4 39．2 2．56 3．28 3．78 3．18 2．80 2．81
バングラデシュ 5．1 7．6 11．3 15．7 2L2 34．0 4．07 6．74 6．99 5．61 4．68 4．15
〈参　考〉
世　　　　界 33．6 36．7 39．4 43．2 47．4 56．7 3．09 2．93 2．60 2．65 2．40 2．17
先進地域 61．4 67．6 7L4 73．7 76．1 81．3 2．35 1．9褄 L26 0．91 α66 0．53
発展途上地域 21．5 25．1 29．2 34．7 40．5 52．0 4．11 4．04 3．81 3．86 3．32 2．88
ア　　ジ　　ア 20．8 23．4 26．7 31．9 37．6 49．6 3．78 3．57 3．46 3．69 3．18 2．73
都市人口の社会増加指数 都市人口増加に対する社会増加寄与率（％）
19501960197019801990～1990～19501960197019801990～1990～
～60 ～70 ～80 ～90 20002020～60 ～70 ～80 ～90 20002020
東アジア L39 0．42 0．58 1．46 2．15 2．31 62．37 32．7839．64 62．91 71．05 76．47
日　　　本 1．87 L28 0．60 0．28 0．84 32．91 68．55 58．69 39．5422ユ4 46．09 97．15
香　　　　港 0．07 0．13 0．17 0．23 0．15 0．21 7．85 12．54 16．39 19．85 13．65 18．53
韓　　　　国 130 1．62 1．93 2．27 1．74 1．20 61．58 68．39 70．92 72．96 66．07 59．50
中　　　　国 1．47 0．36 0．66 2．03 2．77 2．82 63．96 29．44 43．037L2776．6i 81．20
東南アジア 0．85 0．62 0．78 1．09 L22 1．24 50．34 42．3848．31 56．83 58．93 65．64
シンガポール 一 一 　 一 一 　 『 一 ｝ 一 『 ㎜
マレーシア 0．96 0．82 0．98 0．65 0．65 0．64 55．12 50．78 54．84 44．21 43．34 48．54
タ　　　　イ 0．65 0．20 0．95 0．55 1．70 2．81 44．50 19．13 546138．26 65．27 80．35
ブイリピン 0．41 0．28 0．52 1．18 0．89 0．73 32．83 24．97 37．97 59．55 5L4452．46
インドネシア 0．87 0．72 1．19 1．72 1．85 1．65 50．45 45．98 59．65 68．44 69．18 72．55
カンボジア 0．04 0．54 一〇．85 1．23 1．19 1．24 4．48 38．79一543．7062．09 60．41 70．29
ベ　ト　ナ　ム 1．60 1．08 0．22 0．12 0．00 0．74 65．59 56．73 20．18 11．39 一〇．02 51．61
南アジア 0．42 0．52 0．69 0．55 0．67 0．95 32．45 37．9445．10 39．01 43．33 59．45
スリランカ 0．88 0．86 一〇。08 一〇．10 1．05 1．70 52．185L21一9．56一11．99 53．52 71．71
パキスタン LO1 0．44 G．47 0．39 α57 0．62 55．58 34．46 35．77 32．31 40．67 52．03
イ　　ン　　ド 0．19 0．43 0．73 α49 0．65 LO817．44 33．09 46．2636．G6 42．33 61．83
バングラデシュ 0．94 1．56 1．46 L54 1．97 L7752．97 67．73 66．49 66．34 70．86 76．50
〈参　考〉
@世　　　　界 0．69 0．44 0．40 0．53 0．67 0．74 44．06 33．2831．18373042．79 50．12
先進地域 0．95 1．02 0．75 0．55 0．97 1．67 513452．67 44．22 36．31 50．08 64．28
発展途上地域 0．94 0．64 0．69 0．86 0．92 0．92 52．90 43．13 45．075α34 5工．70 58．圭6
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28 　　　　アジアの都市化と労働移動
図2都市人［］増加率と製造業就業者増加率
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引力（プル要因）が強く働き出していることが推察できる。中国，インドネシアでもこうした変
化が出てきたかどうかを判断するのは現時点では難しい。フィリピンおよび南アジア各国では，
都市のプル要因が不十分なままで都市化が進んでいると考えられる。
　工業化率は生産面からみた指標で，労働生産性の違いによって工業化の雇用吸収力に差が出る。
したがって，工業化率の高さを都市のプル要因の強さと解釈することには若干問題が残る。そこ
で，工業化による雇用吸収力と都市人口の増加がどのように推移しているかを韓国とタイを事例
としてみてみよう。図2は，両国の都市人口増加率と製造業就業者増加率を比較したものである。
近代部門の雇用は製造業雇用に限らないが，発展途上国の場合，非農業雇用では都市のインフォー
マル・セクターに含まれる多くのサービス業も含まれてしまうため，ここでは製造業部門の就業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／者増加を用いた。
　同心から明らかなように，韓国については，1980年代までは，製造業雇用の伸びは都市人ロ
の伸びを大きく上回り，都市のプル要因の強さを推察できる。これに対し，タイは少なくとも
1960年代まで都市人口の伸びが製造業雇用の伸びを上回り，都市のプル要因よりも農村の押出
力（プッシュ要因）が大きい「過剰都市化」の様相が窺える。1970年代になると製造業雇用の
伸びが上回るようになり，その傾向は1980年代後半以降に大きくなる。この時期からタイの都
市化は新しい段階に入ったものではないか。
　アジアの中には，韓国のように，欧米先進国と同様，近代化による都市のプル要因が強く効い
た都市化を経験している国もある一方で，1960年代のタイのように，農村からのプッシュ要因
によって都市人口が増加している国もある。そしてタイのように経済発展によって都市のプル要
因が強まり，都市化の新しい段階に入っていく国もあれば，フィリピンのように都市のプル要因
がまだ弱く，過剰都市化が進んでいる国もある。まだ，南アジア諸国のように，工業化による都
市のプル要因がほとんど働かないだけでなく，都市化レベルがまだ低い段階にある国もある。ア
ジアの都市化現象は多様である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈注＞
1）西アジアの都市化率は1990年で63．1％に達し，1960～90年の間の増加率は年平均4．82％と東南アジ
　アを上回る。ただし，人口規模の小さい国が多く，ig90年の同地域の都市人口総数は9，460万人（1960
　年と比べ7，160万人心）で，アジア都市人［］の9。3％を占めるに過ぎない。
2）韓国はESCAP［1988］表6，タイはESCAP［1995］表15，インドはESCAP［1995〕表3による。
3）　UNFPA　［1996］第3章：による。
4）国際人口移動が無視できる大きさで，都市と農村の自然増加率が同じであると仮定すれば，総人口増
　加率を都市人口の自然増加率とみなすことができ，都市人口の社会増加率は都市人口増加率と総人口増
　加率との差として計算できる。この場合，行政区域の変更による都市人口増加も社会増加に含まれる点
　に注意が必要である。
5）鷲尾宏明「東南アジアー国際化に揺れる首都集中」，橋本祐子「東南アジア大都市への移住者たち一
　バンコク，マニラ，ジャカルタ」（柴田徳衛・加納弘勝編［1983］所収］，大友　篤「国内入口移動のモ
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　ビリティと移動流の各国比較」（大友　篤・嵯峨座晴夫編［1984］所収）など参照。
6）特別市および道の間の人ロ移動（inter－provincial　migration）。　Il－H：yun　and　Bong－Hoi　Choi，“lnter－
　nai　Migration：Migration　Pattems　and　Their　Socio－economic　lmplication”（ESCAP［1992］所収）
　による。
7）渡辺真知子［1997］参照。
8）発展途上国の都市化現象を初めて「Over－Urbanization」として定式化したのは，　Daves，　K．＆H．　H：．
　Golden［1955］である。　Josef　Gug正er（ed．）［1997〕，田坂敏雄編［1998］など参照。
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